
地方公共団体と民間企業との
マッチング機会を提供

サテライトオフィス・マッチング支援事業

サテライトオフィス
マッチングセミナー三大都市圏企業

コロナを受けて、テレワーク等の働き方が一般化され
つつあり、多くの企業がサテライトオフィスに前向き

「お試しサテライトオフィス」
に係る特別交付税措置

地方公共団体による都市部企業等の社員の「お試し勤務」の受入れ(「お試しサテライトオフィス」)
に要する経費（都市部におけるPR経費、オフィスの賃料、地元企業とのビジネスマッチングイベン
ト開催費等）について特別交付税措置

コロナ禍の中、テレワークやサテライトオフィスについて注目されていることを踏まえ、
地方公共団体と企業とのマッチング機会を提供
することにより、地方へのヒト・情報の流れの創出を更に加速

令和3年度事業

地方公共団体

多くの地方公共団体が誘致に取り組む。令和3年度の同
事業において、32団体がセミナーに出展し、サテライ
トオフィス支援策をPR

122社が参加 32団体が出展

地方公共団体が誘致又は関与したサテライトオフィスの設置数 916箇所（令和2年度末時点）

令和3年度事業



サテライトオフィス・マッチングセミナーについて
サテライトオフィスを誘致したい地方公共団体と

地方へのサテライトオフィスオフィスの設置を検討する企業等とをマッチングするセミナーを平成30年度より継続的に実施
令和４年度は、11月に都内にてリアルイベント形式で、全国から地方公共団体約100団体が
サテライトオフィス環境や地域の魅力をPRするために一堂に会す大規模イベントを開催予定

実施年度 開催概要 実施形式 出展自治体 参加者（企業等）
平成30年度 東京２回、大阪・名古屋各１回、計４回開催 リアルイベント形式 59団体 393名

令和元年度 東京２回開催 同上 43団体 136名

令和２年度 新型コロナウイルス感染症拡大の影響によりオンラインにて１回開催 オンライン形式 30団体 147名

令和３年度 同上 同上 32団体 190名

令和4年度 東京１回（予定） リアルイベント形式（予定) 100団体（予定）

リアルイベント形式での実施風景

 各講師による講演の様子  オンライン参加した出展自治体ブース

オンライン形式での実施風景

※平成30年度実施時
※令和3年度
実施時
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